
はじめに

「投資サービス法（仮称）」による「活力のある金融システム」の創造
～利用者が、適正な価格で、各自のニーズに応じた多様な商品・サービスを、安心して利用

できる金融システムの構築～

（　　　　は投資家保護のルールがない商品）
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金融法制の現状

• わが国経済の成熟化、人口の高齢化を背景とし
た資産形成ニーズの多様化

• 新たな金融技術・ＩＴ技術の進展

• 既存の利用者保護のための法制の対象とはならない金融商
品が出現している。

• 従前の業態の枠を超えて様々な金融商品・サービスを提供す
る業者は、複数の異なる法律により規制されている。

多様化する利用者ニーズに
応じた様々な商品サービス

利用者の安心 業者間の健全な競争



証券取引法

信託業法

信託受益権

商品ファンド法

商品ファンド持分

銀行法

預金
デリバティブ預金

無尽業法

無尽

国債
地方債

社債

株式

不動産特定共同事業法

不動産ファンド持分

その他の組合
への出資持分

抵当証券業法

抵当証券

その他の
債権

預金 保険 無尽

１．国債・地方債
２．社債その他これに類する
　　金銭債権
３．株式その他の出資持分
４．信託受益権

５．集団投資スキームの持分
　　　　（包括定義）

６．投資商品に対する権利
７．外国の法令に基づく権利
８．その他政令で定めるもの
９．デリバティブ取引

保険

変額保険

保険業法

投資信託受益権
有価証券

デリバティブ

投資（金融）サービス業

販売・勧誘

投資（金融）商品の
販売・勧誘行為

資産運用・助言

投資（金融）商品を含む資産の
運用等及び投資（金融）商品
の投資判断に関する助言

資産管理

投資（金融）商品の保護預かり

現行の商品定義 金融商品

投資商品

現行の様々な法律によって規制されている商品及び規制されていない商品について、「投資（金融）
商品」として幅広く対象とするとともに、投資（金融）商品についての①販売・勧誘、②資産運用・助言、
③資産管理を「投資（金融）サービス業」として一体的に規制。

Ⅰ．投資サービス法の対象範囲

その他の
デリバティブ

金融先物取引法

金融デリバティブ

商品取引所法

商品デリバティブ

投資型組合の
出資持分

デリバティブ
預金

変額保険



行為規制

運用・助言 資産管理販売・勧誘

証券
取引法

投資
顧問業法

現行の規制ではそれぞれ登録・認可・兼業認
可が必要であるが、これらを投資（金融）サー

ビス業として一括して登録

投資
信託法

金融先物
取引法 ・・・

Ⅱ．規制内容

業務範囲 参入規制

投資サービス法（仮称）上の業者

①　幅広い投資商品の勧誘・販売・保
護預りを行う業者

②　流動性の低い商品のみの勧誘・販
売を行い、保護預りを行わない業者

③　他の投資サービス業者の委託を受
けて投資サービスを提供する業者

業務内容に応じた参入規制

参入規制

投資（金融）サービス業

プロ・アマ区分内容に応じた行為規制販売・勧誘

運用（助言）

プ　ロ ア　マプロ⇔アマの選択可
投資（金融）
サービス業

プロ・アマ区分内容に応じた行為規制利益相反になる運用の禁止　等
適合性原則
広告規制、等

損失補てんの禁止
断定的判断の提供の禁止　等

顧客の分類に応じた行為規制

現行の規制を、機能別・横断的に整理し
サービスの内容や業態（販売業、運用業）に応じた規制

現行の証券会社と同等

自己資本規制を
適用しない

最低限の財務規制
（現行の証券仲介業並）

共通する規制 固有の規制

受託者責任
行為規制の

ポイント

受託者責任
具体化具体化

具体化



集団投資スキーム
について、横断的に
①届出・登録
②資産管理
③運用者の資格要件
④受託者責任及び利

益相反防止措置
⑤運用報告　等
の規定を設ける。

集団投資スキーム
について、横断的に
①届出・登録
②資産管理
③運用者の資格要件
④受託者責任及び利

益相反防止措置
⑤運用報告　等
の規定を設ける。

Ⅲ．集団投資スキーム（ファンド）

一般法 特別法

固有の規定

共通の規定

ガバナンスの規定　等

具体的規定 法形式

投資家

○×ファンド監
督
当
局

①届出・登録

監督

出資 配当 ⑤運用報告
財務・運用状況の定期的な報告の義務付け

信託、組合、合同会社、等

②資産管理

事業

損益

事業経費

投資

損益

運用対象資産

投資商品等

③運用者の資格要件

投資商品を含む資産
の運用は投資（金融）
サービス業者による
運用の義務付け

④受託者責任等

ファンドの運用者・管理
者が投資(金融)サービ

ス業者でない場合は受
託者責任・利益相反防
止措置等の義務付け

他の事業の資産

ファンド資産

運用先

資産の内容に応じた
分別保管の義務付け

商品ファ
ンド法

不動産特
定共同
事業法

投信法SPC法

組合等 集団投資スキーム　　　



Ⅳ．市場のあり方について

１．取引所の上場商品の拡大

２．株式上場制度

○上場商品の拡大

○商品上場に際しての
届出制の範囲拡大

Market
排出権

債権 天候デリバ
ティブ

トレーダー

投資家

取引所

Market
上場審査

NO！

○上場審査・管理の適正化

○上場基準の見直し

○コーポレートガバナンスのあり方・
証券取引所における規則整備

１．開示制度のあり方
　　　　　（ディスクロージャーWG）

２．公開買付制度のあり方

○公開買付けにおける透明性、公平性の確
保、企業価値（株主価値）の最大化

○大量保有報告書制度のあり方

市場制度のあり方 ディスクロージャー

上場申請会社

上場廃止

○投資商品の性質等に応じたディスクロー
ジャー

○適格機関投資家の範囲の見直し

○四半期報告制度のあり方

○財務報告に係る内部統制の整備



Ⅴ．ルールの実効性の確保（エンフォースメント）

④投資（金融）サー
ビス業者のコンプ
ライアンス強化

証券検査

金先業 商品ファンド

証券監督

証券企画

不動産特定
共同事業

抵当証券業

証券検査

証券監督

証券企画

市場
行政
部門

○登録に当たっての要件の整備
○業務譲渡先・委託先にも行政処
分を可能に

委託
違反

調査・行政処分

○証券業協会と同等の機能を有するよ
う各自主規制機関の機能を強化

○ADR機能について自主規制機関同

士の連携の強化
○国際的な流れも踏まえ、取引所の自
主規制部門のあり方について検討

日証協 日証協

投顧協

金先協

・・・

・・・

・・・

監督当局

○市場行政体制の強化
○金先業、商品ファンド業に係る組織を市
場行政部門に移管する等の組織の再編

○国際的な連携・執行体制の整備

②市場監視
機能の強化

⑤その他

○行政、刑事、民事上の手段に
よるエンフォースメントの強化
のあり方について検討

○金融経済教育の位置づけ

①市場行政体
制の強化

○課徴金

課徴金制度について、その適用範囲、内容、他の
エンフォースメント手段との関係について検討

○民事責任規定

投資サービス業者が元本以上の損
失のおそれがある投資商品を販売
する場合の行為規制に民事上の効
果を付す事の是非について検討

A社 B社

③自主規制
機関の強化



おわりに

【金融庁】　　　　　　
　　　　　投資サービス法(仮称）の法制化に向けた検討

【金融庁】　　　　　　
　　　　　投資サービス法(仮称）の法制化に向けた検討

【金融庁】
　　　　　金融・資本市場から信頼される市場行政を
　　　　　　　　　　　実現するための体制整備

【金融庁】
　　　　　金融・資本市場から信頼される市場行政を
　　　　　　　　　　　実現するための体制整備

【金融審議会第一部会】
　　　　　　　　中長期的な金融制度のあり方や
　　　　　新たに提起された課題も含め引き続き検討

【金融審議会第一部会】
　　　　　　　　中長期的な金融制度のあり方や
　　　　　新たに提起された課題も含め引き続き検討

これまでの審議を通じて得られた改革の方向性これまでの審議を通じて得られた改革の方向性

中間整理において今後の検討課題とされたもの中間整理において今後の検討課題とされたもの


